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2016年の全国主要都市のオフィスビル市場では、大型解約の動き
が少なくなる中、館内増床や拡張移転など拡張傾向のオフィス需要
が見られ、全国のビジネス地区の12月時点の平均空室率が前年同
月比で低下しました。東京では新規供給量が前年に比べ増加したも
のの、新築ビルの成約の動きがおおむね順調に推移したこともあり、
同空室率が3％台に低下しました。大阪は新規供給がなく、オフィス
需要が堅調に推移したことから、5％台に低下しました。名古屋は郊
外や自社ビルからの借り換え移転などの動きも見られ、6％台となり
ました。札幌や福岡では、2016年も中小規模の成約の動きが続き、
札幌は3％台、福岡は4％台に低下しました。横浜は築年数の浅い大
型空室に成約が進み、4％台に低下、仙台でも大型解約が少なかった
ことから、同空室率が8％台まで改善しました。平均賃料については、
東京では小幅な上昇が続きました。その他のビジネス地区も平均空
室率の低下に伴い、おおむね上昇傾向で推移しました。今後も賃料
相場は小幅な上昇が続きそうです。弊社では、全国主要都市のオフ
ィス市場の最新データをホームページでご提供しています。本誌と
あわせてご活用ください。

東　京
ビジネス地区

札　幌
ビジネス地区

仙　台
ビジネス地区

横　浜
ビジネス地区

名古屋
ビジネス地区

大　阪
ビジネス地区

福　岡
ビジネス地区

東京ビジネス地区の2016年12月時点の平均空室率は3.61％、前年同月比0.42ポイント下げました。
2016年は1月から6月にかけて新築ビルの竣工が相次いだため、同空室率は小幅な変動が続いたも
のの、7月以降は新規供給や大型解約が減少してきたことから、同空室率は7月に3％台に低下しまし
た。新築ビルの成約が順調に推移した一方、品薄感が強まった既存ビルの大型成約の動きが少なくな
ったこともあり、東京ビジネス地区全体でこの1年間に減少した空室面積は約2万7千坪に止まりまし
た。12月時点の平均賃料は前年同月比4.79％（848円）上げて18,540円となりました。空室の品薄感
は強まっているものの、テナントのコストに対する意識は依然として高く、募集賃料の値上げへの動き
が一部で停滞しているため、同賃料は小幅な上昇に止まりました。2017年の新規供給量は延床面積
合計約25万坪、28棟の竣工が予定されています。新規供給や既存ビルの空室の減少に伴い、2017
年も小規模な成約の動きが堅調に推移するとの見方が多くなっています。（Ｍ．Ｔ）

東京ビジネス地区の平均空室率は３％台に低下

大阪ビジネス地区の2016年12月時点の平均空室率は5.24％、前年同月比2.21ポイント下げました。
2016年は中小規模の需要が多かったものの、統合や拡張移転、館内増床などオフィスの拡張による成約
が続きました。郊外や自社ビルからの借り換え移転などの動きも見られたため、同空室率は8月に2008
年9月以来の5％台に低下しました。オフィス需要が堅調に推移し、築年数の浅い大型空室などを中心に
成約が進む中、2016年は大型解約の動きが少なかったことや新規供給がなかったこともあり、大阪ビジ
ネス地区全体の空室面積はこの1年間で約4万9千坪減少しました。12月時点の平均賃料は11,051円、
前年同月比0.57％（63円）下げました。年間を通して小幅な下落が続いたものの、一部では募集賃料を見
直す動きが出始めました。2017年の新規供給量は延床面積合計約5万坪、3棟の竣工が予定されていま
す。いずれのビルもすでに成約が進んでいるため、おおむね高稼働で竣工する見込みです。大型空室が
減少していることもあり、これらのビルへの移転に伴う二次空室の募集動向が注目されています。（Ｄ．Ｏ）

オフィス需要が堅調に推移し、平均空室率は５％台に低下

名古屋ビジネス地区の2016年12月時点の平均空室率は6.20％、前年同月比1.14ポイント下げまし
た。2016年は新築ビル2棟が自社使用などで満室稼働となったほか、既存ビルにも拡張移転や館内増
床などに伴う拡張傾向の需要による成約が続き、名古屋ビジネス地区全体の空室面積はこの1年間で約
1万7百坪減少しました。12月時点の平均賃料は10,805円、前年同月比0.10％（11円）上げました。平均
空室率の低下に伴い、9月以降は小幅な上昇となり、10月には2015年7月以来の1万8百円台となりま
した。2017年の新規供給量は延床面積約12万6千坪、名駅地区で大規模ビル2棟が竣工を予定してい
ます。これらのビルはすでに高稼働での竣工が見込まれているほか、引き合いや成約の動きがおおむね
順調に進んでいます。大型需要の多い名駅地区では大型空室に品薄感が見られることから、2017年の
新築ビルの募集状況やこれらのビルへの移転に伴う二次空室の動向に注目が集まっています。（Ｈ．Ｔ）

 名古屋ビジネス地区の平均空室率は６％台に改善

仙台ビジネス地区の2016年12月時点の平均空室率は8.37％、前年同月比1.68ポイント下げまし
た。2016年は7月に統合や撤退などに伴う解約の影響で一時的に平均空室率が上昇したものの、館
内増床や拡張移転、新規進出などに伴う成約の動きが続いたため、10月には2008年1月以来の8％
台まで低下しました。成約の動きがおおむね順調に推移したことや大型解約が少なかったこともあり、
仙台ビジネス地区全体の空室面積はこの1年間で約8千坪減少しました。12月時点の平均賃料は
8,968円、前年同月比0.50％（45円）下げました。同賃料は小幅な下落傾向で推移したものの、前年に
比べて下げ幅が縮小しました。2017年の新規供給は1棟あり、4月に「野村不動産仙台青葉通ビル（延
床面積3,833坪）」が竣工します。同ビルへの移転に伴う二次空室の影響が懸念されているものの、拡
張傾向の需要によりこれらのビルに成約が進み、オフィスビル市場の改善が続くことを期待していま
す。（Ｓ．Ｍ）

平均空室率が２００８年１月以来の８％台に改善

札幌ビジネス地区の2016年12月時点の平均空室率は3.64％、前年同月比1.60ポイント下げまし
た。2016年はオフィス拡張に伴う大型成約のほか、中小規模の館内増床や分室の開設、新規進出など
による成約も多く見られたことから、平均空室率が5％台から3％台に低下しました。既存ビルの空室
解消が進んだことや、6月に竣工した新築ビル1棟も満室稼働になるなど、年間を通してオフィス需要
が活発に見られたため、札幌ビジネス地区全体の空室面積はこの1年間で約8千2百坪減少しました。
12月時点の平均賃料は8,263円、前年同月比1.32％（108円）上げました。募集賃料の上昇は一部の
ビルやエリアに止まっているため、ビジネス地区全体では小幅な上昇となりました。2017年の新規供
給量は延床面積約5千7百坪、1棟が竣工します。同ビルはすでに満室となっており、二次空室について
も引き合いや成約が進んでいるため、大型空室の品薄感は2017年も続きそうです。（Ｋ．Ｋ）

札幌ビジネス地区の平均空室率は５％台から３％台に低下

横浜ビジネス地区の2016年12月時点の平均空室率は4.98％、前年同月比2.14ポイント下げまし
た。2016年は新規進出や統合などに伴う大型成約のほか、館内増床や拡張移転による成約なども見
られました。2014年に竣工した「横浜アイマークプレイス（延床面積約3万坪）」が満室稼働になるな
ど、築年数の浅いビルを中心に成約が進み、横浜ビジネス地区全体の空室面積はこの1年間で約1万
8千坪減少しました。12月時点の平均賃料は10,813円、前年同月比2.35％（248円）上げました。小幅
な上昇が続き、9月には2011年4月以来の1万8百円台となりました。2017年の新規供給は1棟あり、
7月に「ＯＣＥＡＮ　ＧＡＴＥ　ＭＩＮＡＴＯＭＩＲＡＩ（延床面積16,812坪）」が竣工する予定です。みなとみら
い２１地区以外では新規供給の予定がないことから、大型空室の品薄感が続きそうです。（Ｔ．Ｈ）

平均空室率が５％台を下回る

福岡ビジネス地区の2016年12月時点の平均空室率は4.26％、前年同月比2.04ポイント下げまし
た。2016年はオフィスの統合や分室の開設に伴う大型成約が見られたほか、中小規模の拡張移転や
館内増床、分室開設などの拡張傾向の成約が続きました。年間を通して解約の動きが少なかったこと
もあり、同空室率は6％台から4％台前半まで低下しました。2016年4月に新築ビル「ＪＲＪＰ博多ビル
（延床面積13,310坪）」が高稼働で竣工し、早期に満室稼働となったことや、既存ビルの成約も順調に
推移したため、福岡ビジネス地区全体の空室面積はこの1年間で約1万4千坪減少しました。12月時点
の平均賃料は9,267円、前年同月比0.54％（50円）上昇しました。解約の動きが少なく、新規の空室募
集が少なくなっていたこともあり、平均賃料はおおむね横ばいで推移しました。一部の地区や空室の
少ないビルでは成約賃料の上昇や募集賃料を見直す動きがあるため、今後の賃料相場の動向が注目
されます。（Ｋ．Ｈ）

拡張傾向の動きが続き、平均空室率は４％台前半に低下

札幌

仙台

3.64％

8.37％
名古屋

6.20％
福岡

4.26％

大阪

5.24％

横浜

4.98％

東京

3.61％

（平均空室率／2016年12月時点）
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全国主要ビジネス地区の最新状況 ②

65

平均空室率 供給量（延床面積）

平均賃料 空室面積（貸室）

（％） 
20

18

16

14

12

10

8

6

4

2

0
’082007 ’09 ’10 ’11 ’12 ’13 ’14 ’16

（円／坪） 
24,000

22,000

20,000

18,000

16,000

14,000

12,000

10,000

8,000

（坪） 
700,000

600,000

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0
’082007 ’09 ’10 ’11 ’12 ’13 ’14 ’16

（坪） 

600,000

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0
’082007 ’09 ’10 ’11 ’12 ’13 ’14 ’17’15

調査対象について 各地域のビジネス地区内にある調査対象面積にあたる主要貸事務所ビルを調査対象としました。
※建物全部の一括賃貸など特殊な事情のあるビルは調査対象に含まれておりません。

【各地域の調査対象面積／調査対象ビル数】2016年12月時点
　　  東京ビジネス地区（都心5区）基準階面積100坪以上／2,586棟
　　  大阪ビジネス地区（主要6地区）延床面積1,000坪以上／829棟
　　  名古屋ビジネス地区（主要4地区）延床面積500坪以上／483棟

　　  札幌ビジネス地区（主要5地区）延床面積100坪以上／398棟
　　  仙台ビジネス地区（主要5地区）延床面積300坪以上／350棟
　　  横浜ビジネス地区（主要4地区）延床面積500坪以上／425棟
　　  （旧調査 横浜ビジネス地区）
　　  福岡ビジネス地区（主要6地区）延床面積100坪以上／587棟

※横浜ビジネス地区は、2012年1月より
　調査対象地区を変更しました。

※横浜ビジネス地区は、2012年1月より
　調査対象地区を変更しました。

※横浜ビジネス地区は、2012年1月より
　調査対象地区を変更しました。※横浜ビジネス地区は、2012年1月より

　調査対象地区を変更しました。
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データの読み方

調査対象地区

調  査  対  象

調査対象ビル数

調  査  時  期

項 目 の 見 方

テナント入居状況、賃貸条件の動向および新築・既存別の賃貸条件の
格差、ビルの供給状況を集計分析しました。

■横浜ビジネス地区…主要4地区（関内地区、横浜
駅地区、新横浜地区、みなとみらい21地区）
■横浜ビジネス地区外…川崎駅周辺地区、本厚木
駅地区

■調査対象地区内にある延床面積が500坪以上
の主要貸事務所ビル。
■建物全部の一括賃貸など特殊な事情のあるビル
は調査対象に含みません。

■横浜ビジネス地区425棟。
　（新築ビル0棟、既存ビル425棟）
■川崎駅周辺地区（42棟）、本厚木駅地区（50棟）

■各年12月時点

■面積は全て坪数で表示しました。
■貸室面積は「延床面積×規模別のレンタブル比」
としました。

■平均賃料は全て坪単価で表示しました（共益費
は原則含まず）。
■面積、平均賃料とも、共用負担（契約面積の中に
共用部分の面積を含ませてあるもの）のあるも
のは、全て専用面積および専用面積当たりに修
正しました。
■賃貸条件は原則として基準階の新規募集条件を
対象にしました。
■2016年1月以降12月までに竣工したビルを新
築ビルとし、それ以前のビルを既存ビルとしまし
た（2007年～2015年も同様) 。
■竣工予定ビルについては着工したビルを集計の
対象としました。
■2017年の供給量は竣工予定ビルを含んでいま
すので、今後数値に変更が発生する可能性があ
ります。
■2016年以前の供給量は竣工後に数値確認を行
った結果によるものです。

規模／延床面積 レンタブル比

80％0 ～ 1,000坪

1,001 ～ 2,000坪

2,001 ～ 3,000坪

3,001 坪以上

75％

70％

65％

2014年6月撮影
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線

関内駅

桜木町駅桜木町駅

横浜駅

東神奈川駅

東
海
道
本
線

京急本
線

根
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ル
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横浜線 新横浜駅

港北区

東海道新幹線

※竣工予定ビルの概要については今後、変更になる可能性があります。

（2017年2月時点）

15 銀洋新横浜ビル
2007年3月竣工／延床面積：約3,164坪／地上10階・地下2階

16 新横浜中央ビル
2008年3月竣工／延床面積：約27,224坪／地上19階・地下4階

17 LIVMO ライジングビル
2008年3月竣工／延床面積：約3,057坪／地上11階・地下1階

18 アリーナタワー
2008年5月竣工／延床面積：約7,526坪／地上15階・地下1階

19 Attend on Tower
2009年4月竣工／延床面積：約4,006坪／地上18階・地下1階

20 野村不動産新横浜ビル
2009年10月竣工／延床面積：約7,435坪／地上7階・地下1階

関内・横浜駅・みなとみらい21地区

新横浜地区

1 JNビル
2007年9月竣工／延床面積：約5,252坪／地上14階・地下2階

2 MMパークビル
2007年12月竣工／延床面積：約15,723坪／地上16階・地下1階

3 コンカード横浜
2008年3月竣工／延床面積：約16,762坪／地上20階・地下1階

4 横浜イーストスクエア
2008年4月竣工／延床面積：約6,997坪／地上9階・地下1階

5 横浜ダイヤビルディング
2009年12月竣工／延床面積：約21,165坪／地上31階・地下2階

6 横浜ブルーアベニュー
2009年12月竣工／延床面積：約15,600坪／地上17階・地下2階

7 横浜プラザビル
2010年2月竣工／延床面積：約6,601坪／地上12階・地下1階

8 TOCみなとみらいビル
2010年3月竣工／延床面積：約32,000坪／地上24階・地下1階

9 みなとみらいセンタービル
2010年5月竣工／延床面積：約28,804坪／地上21階・地下2階

10 日土地山下町ビル
2010年6月竣工／延床面積：約5,720坪／地上14階・地下2階

11 みなとみらいグランドセントラルタワー
2011年9月竣工／延床面積：約34,618坪／地上26階・地下2階

12 横浜三井ビルディング
2012年2月竣工／延床面積：約27,281坪／地上30階・地下2階

13 横浜アイマークプレイス
2014年3月竣工／延床面積：約29,417坪／地上14階

14 OCEAN GATE MINATOMIRAI
2017年7月竣工／延床面積：約16,812坪／地上14階

横浜ビジネス地区  大型ビルMAP
関内・横浜駅・みなとみらい21地区

※横浜ビジネス地区内にある延床面積3,000坪以上、2006年以降竣工および竣工予定ビルの貸事務所ビルを対象としました。

新横浜地区
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2015年
12月

2016年
1月

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

※募集面積とは各年1月～12月にテナントを募集した面積の累計。
※成約面積とは各年1月～12月にテナントが成約した面積の累計。

平均

5.585.73

6.37
6.48

6.70

6.937.12

5.00

5.20

5.48

4.73

5.02

4.98

横浜ビジネス地区① 
2016年の動向

今後の状況

最新・横浜のオフィスビル状況

※2012年よりビジネス地区の調査対象地区を変更しました。

20132012

募集面積：既存 募集面積：新築 成約面積：既存 成約面積：新築 募集面積と成約面積

2014

142,937

14,736

58,489

14,012

2016

0

123,135

54,547

0

20,933

110,002

14,564

51,736

0

99,378

0

48,541

0

89,712

0

49,786

2016年12月時点

平均空室率 4.98%
前年同月比

2015年12月時点7.12%
2.14ポイント

2015

7.0

6.8

6.6

6.4

6.2

6.0

5.8

5.6

5.4

5.2

5.0

4.8

4.6

7.2

横浜ビジネス地区の2016年12月時点の平均空室率は4.98％、前年同月比2.14ポイント下げました。
2016年は1月から5月にかけては大型解約の動きが少ない中、館内増床のほか、新規進出や分室の開
設などに伴う大型成約が見られたことから、同空室率が6％台から5％台に低下しました。6月以降は自
社ビルへの集約などによる大型解約の影響により、同空室率が一時的に上昇する月もあったものの、
2014年に竣工した「横浜アイマークプレイス（延床面積約3万坪）」が満室稼働になるなど、成約の動き
が堅調に推移したため、同空室率は4％台まで低下しました。2016年は新規供給がなかったことや築
年数の浅いビルを中心に成約が進んだことから、横浜ビジネス地区全体の空室面積はこの1年間で約
1万8千坪減少しました。12月時点の平均賃料は10,813円、前年同月比2.35％（248円）上げました。
平均空室率の低下に伴って、平均賃料は年間を通して小幅な上昇傾向で推移し、9月には2011年4月
以来の1万8百円台となりました。（Ｔ．Ｈ）

横浜ビジネス地区の2017年の新規供給は1棟あり、みなとみらい２１地区で7月に大規模ビル「ＯＣＥＡＮ 
ＧＡＴＥ　ＭＩＮＡＴＯＭＩＲＡＩ（延床面積16,812坪）」が竣工する予定です。横浜ビジネス地区では、みなとみ
らい２１地区で安定した新規供給が続いている一方、新横浜地区では2010年以降、関内地区や横浜駅地
区では2011年以降の新規供給がないため、これらの地区では大型空室が極めて少ない状況になってい
ます。このような状況の中、横浜駅前地区では自社ビル竣工に伴う大型二次空室の発生が見込まれてい
ます。2017年に竣工する大規模ビルの募集動向とこの二次空室の状況が横浜ビジネス地区のオフィス
ビル市場で大きな注目を集めています。賃料相場については2016年同様、小幅な上昇傾向で推移する
との見方が多くなっています。（Ｔ．Ｈ）

<平均空室率の推移と動向>
１月▼／6.93％、前月比0.19ポイント低下。館内増床や拡張移転などに伴う成約が多く見られた。解
約や募集開始の動きが小規模だったこともあり、空室面積が約1千6百坪減少した。テナントのオフィ
ス需要が増加傾向になってきているため、平均空室率の低下が続きそうだ。平均賃料は10,605円、
前月比0.38％（40円）上昇した。
２月▼／6.70％、前月比0.23ポイント低下。館内増床の動きが続いたほか、分室需要や新規開設に伴
う大型成約も見られた。大型解約や再募集の動きが落ち着いていたこともあり、空室面積が約1千9
百坪減少した。平均賃料は10,628円、前月比0.22％（23円）上昇した。
３月▼／6.48％、前月比0.22ポイント低下。解約や再募集の影響があったものの、統合に伴う大型需
要によって築年数の浅いビルに成約が進んだほか、館内増床などに伴う大型成約の動きも見られた
ことから、空室面積は約1千8百坪減少した。平均賃料は10,649円、前月比0.20％（21円）上昇した。
４月▼／6.37％、前月比0.11ポイント低下。新規需要や借り換え移転に伴う大型成約や中小規模の
成約の動きが見られた。この借り換え移転に伴う解約の影響も出ていたものの、空室面積が約9百坪
減少した。平均賃料は10,674円、前月比0.23％（25円）上昇した。
５月▼／5.73％、前月比0.64ポイント低下。ビジネス地区外からの大型移転のほか、分室の開設や館
内増床などに伴う成約が見られた。解約の動きが少なかったこともあり、空室面積が約5千3百坪減
少した。平均賃料は10,700円、前月比0.24％（26円）上昇した。
６月▼／5.58％、前月比0.15ポイント低下。成約の動きが少なく、いずれも小規模の需要による成約
に止まった。ただ、解約の動きも少なかったことから、空室面積は約1千2百坪減少した。平均賃料は

平均空室率（月次）

10,731円、前月比0.29％（31円）上昇した。
７月▼／5.48％、前月比0.10ポイント低下。一部で自社ビルへの集約に伴う大型解約の動きが出て
いたものの、館内増床や新規進出による成約が見られたため、空室面積が約9百坪減少した。平均賃
料は10,764円、前月比0.31％（33円）上昇した。
８月▼／5.20％、前月比0.28ポイント低下。館内縮小に伴う解約や再募集などの動きが出ていたも
のの、築年数の浅い大型空室に成約が進んだことや、館内増床や拡張移転に伴う成約も見られたこと
から、空室面積が約2千3百坪減少した。平均賃料は10,788円、前月比0.22％（24円）上昇した。
９月▼／5.00％、前月比0.20ポイント低下。大型空室に成約が進んだほか、館内増床や拡張移転など
に伴う成約の動きが見られた。解約が少なかったこともあり、空室面積が約1千8百坪減少した。平均
賃料は10,809円、前月比0.19％（21円）上昇した。
10月▼／4.73％、前月比0.27ポイント低下。統合や新規需要に伴う大型成約があったほか、自社ビ
ルからの借り換えや分室の開設などによる成約の動きが見られた。大型解約の動きが少なかったこと
もあり、空室面積が約2千2百坪減少した。平均賃料は10,837円、前月比0.26％（28円）上昇した。
11月▲／5.02％、前月比0.29ポイント上昇。成約の動きが小規模に止まる中、自社ビルへの移転に
伴う大型解約や大型空室の募集開始などの影響があったことから、空室面積が約2千3百坪増加し、
10カ月連続で低下していた平均空室率が上昇した。平均賃料は10,824円、前月比0.12％（13円）下
落した。
12月▼／4.98％、前月比0.04ポイント低下。館内増床などに伴う成約の動きが見られたものの、い
ずれも小規模な成約に止まった。ただ、解約の影響も少なかったことから、空室面積がわずかに減少し
同空室率が小幅に低下した。平均賃料は10,813円、前月比0.10％（11円）下落した。
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横浜ビジネス地区②
最新・横浜のオフィスビル状況

空室率

空室面積

空室のあるビル比率
（％）

平均賃料
（円／坪）

延床面積（坪） 
貸室面積（坪） 
空室面積（坪） 
空室率／平均（％） 
空室率／新築（％） 
空室率／既存（％） 
空室のあるビル比率（％） 

2007 2008

766,331

538,080

30,264

5.62

11.02

5.55

50.86

826,763

563,308

48,448

8.60

28.12

7.59

64.48

2009

874,695

590,691

72,441

12.26

21.28

11.98

78.23

2010

887,041

598,677

72,848

12.17

37.72

11.83

78.86

889,199

598,156

71,358

11.93

̶　 

11.93

73.57

201620122011

1,278,298

811,632

40,435

4.98

—　 

4.98

53.18

2015

1,289,718

819,569

58,328

7.12

—　 

7.12

60.47

2014

1,291,818

821,096

68,838

8.38

30.43

7.81

65.51

2013

1,256,469

796,719

70,381

8.83

—　 

8.83

69.70

1,259,312

799,233

84,679

10.60

4.91

10.70

71.59

2007 ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’13 ’16’15’14

（坪）

（坪）
新築ビルの供給量

0
(0棟)

0
(0棟)

11,004
(4棟)

63,661
(7棟)

33,880
(4棟)

12,321
(2棟) 0

(0棟)
0

(0棟)

29,417
(1棟)

16,812
(1棟)

27,281
(1棟)

0

20

40

60

80

100

29,508

40,655

68,597 69,882 71,358

83,955

新築 既存

延床面積

756

7,793

3,844 2,966 0

724

70,381
0

62,469

6,369

58,328
0

40,435
0

平均

空室のあるビル

新築 既存

12,325 12,449
11,747

10,815 10,622 10,540
12,310 12,377

11,696 10,788 10,622 10,518
10,553
10,553 10,422

10,408
10,565
10,565

10,813
10,813

50.86

64.48

78.23 78.86
73.57 71.59 69.70 65.51

60.47
53.18

※2012年よりビジネス地区の調査対象地区を変更しました。

2007 ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’15 ’16’13 ’14

2007 ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’13 ’14 ’17’16’15

2007 ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’13 ’16’15’14
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0.0（％） 
2007 ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’16’14’13

横浜ビジネス地区

（新築） 横浜ビジネス地区

（平均） 

横浜ビジネス地区（既存） 

関内地区

横浜駅地区

新横浜地区

みなとみらい21地区

13,773

17,358 17,000
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※新築ビルの竣工がない年は、新築空室率の数値はありません。

※新築ビルの竣工がない年、もしくは新築ビルの募集条件が
　公表されていない年は新築賃料の数値はありません。

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

’15



1615

大
型
ビ
ル
M
A
P

全
国
の

最
新
状
況

デ
ー
タ
の

読
み
方

横
浜
ビ
ジ
ネ
ス

地
区

横
浜
駅
地
区

新
横
浜
地
区

み
な
と
み
ら
い
21
地
区

主
な
取
引
先

関
内
地
区

川
崎
駅
周
辺
地
区・

本
厚
木
駅
地
区

延床面積（坪） 

貸室面積（坪） 

空室面積（坪） 

空室率／平均（％） 

空室のあるビル比率（％） 

2007 2008

321,348

227,812

13,893

6.10

60.43

320,844

227,409

15,795

6.95

63.98

2009

324,108

229,753

22,748

9.90

76.06

2010

328,185

232,290

24,620

10.60

75.00

328,490

232,390

22,169

9.54

67.55

201620122011

327,937

231,949

19,621

8.46

64.71

321,099

227,000

12,924

5.69

52.49

2015

327,857

231,512

19,419

8.39

59.02

2014

329,613

232,858

23,747

10.20

69.73

2013

325,567

230,101

20,138

8.75

69.02

地区別データ

11,218 11,267
10,658

10,042 9,896 9,740 9,807 9,670 9,622 9,738

13,673
15,795

22,748 22,467 22,169
19,621

220
0

0
2,153

0
0

20,138
0

23,747
0

19,419
0

12,924
0

6,137
(2棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

5,720
(1棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

60.43 63.98

76.06 75.00
67.55 69.02 69.73

59.02
52.49

64.71

2016年12月時点

平均空室率5.69%
前年同月比

2015年12月時点8.39%
2.70ポイント

5.94

59.62

6.10 6.95

9.90

9.82

8.46 8.75
10.20

8.39

5.69

9.54

関内地区
2016年の動向
および今後の状況

平均賃料 平均

空室面積 新築 既存

空室のあるビル比率

新築ビルの供給量 延床面積

空室のあるビル

（％）
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関内地区の2016年12月時点の平均空室率は5.69％、前年同月比2.70ポイント下げました。2016
年は年間を通して平均空室率が改善傾向で推移したため、9月には2008年5月以来8年4カ月ぶりに
同空室率が5％台に低下しました。小規模な成約の動きが堅調に推移する中、拡張移転や館内増床、
新規進出などに伴う大型成約も見られたことから、関内地区全体の空室面積はこの1年間で約6千5
百坪減少しました。12月時点の平均賃料は9,738円、前年同月比1.21％（116円）上げました。平均
空室率は低下していたものの、賃料相場は小幅な上昇に止まりました。12月時点の規模別の平均空
室率を見ると、大型ビル（延床面積3千坪以上）は前年同月比3.03ポイント下げて5.76％、中型ビル
（同1千坪以上3千坪未満）は前年同月比2.45ポイント下げて5.53％、小型ビル（同5百坪以上1千坪
未満）は前年同月比2.58ポイント下げて5.93％となりました。いずれの規模も平均空室率が大きく改
善しました。関内地区では2017年も新規供給の予定はありません。既存ビルの大型空室も少ないこ
とから、オフィスビル市場の大幅な改善は見込まれないものの、おおむね改善傾向で推移すると思わ
れます。（Ｓ．Ｎ）

空室率
※新築ビルの竣工がない年は、新築空室率の数値はありません。
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地
区

主
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取
引
先

横
浜
駅
地
区

川
崎
駅
周
辺
地
区・

本
厚
木
駅
地
区

延床面積（坪） 

貸室面積（坪） 

空室面積（坪） 

空室率／平均（％） 

空室のあるビル比率（％） 

2007 2008

270,196

185,769

6,696

3.60

34.96

292,608

200,069

11,830

5.91

61.60

2009

314,827

210,605

22,299

10.59

80.16

2010

322,446

215,523

24,552

11.39

76.56

325,251

215,523

25,436

11.80

75.00

20162011

345,678

211,595

9,117

4.31

50.40

2015

348,085

213,441

13,650

6.40

56.69

2014

348,429

213,622

12,233

5.73

54.33

2012

349,928

215,523

24,209

11.23

71.88

2013

349,455

214,857

16,270

7.57

60.63

地区別データ

14,438
14,738

13,825

12,462

12,328
11,998 11,988 11,800 12,076

12,500

6,696

9,936

21,798
23,739

25,436
24,209

0

1,894

501
813 0

0

16,270
0

12,233
0 13,650

0

9,117
0

0
(0棟)

24,404
(3棟)

21,000
(1棟)

6,601
(1棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

34.96

61.60

80.16
76.56 75.00

60.63
54.33 56.69

50.40

71.88

2016年12月時点

平均空室率4.31%
前年同月比

2015年12月時点6.40%
2.09ポイント

11.99

5.19

19.12

3.60

5.39

10.85

11.24

11.23

7.57

5.73

6.40

4.31

11.80

0
(0棟)

横浜駅地区
2016年の動向
および今後の状況

平均賃料 平均

空室面積 新築 既存

空室のあるビル比率

新築ビルの供給量 延床面積

空室のあるビル
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横浜駅地区の2016年12月時点の平均空室率は4.31％、前年同月比2.09ポイント下げました。4月
に他地区への移転に伴う大型解約があり上昇したものの、5月以降はおおむね改善傾向となり、10月
には2008年3月以来の3％台まで低下しました。11月は大型空室の募集開始の動きが相次いだため、
同空室率が再び4％台となりました。大型解約や募集開始の影響があった一方で館内増床や新規進
出の動きが多く見られたことから、横浜駅地区全体の空室面積はこの1年間で約4千6百坪減少しま
した。12月時点の平均賃料は12,500円、前年同月比3.51％（424円）上げました。駅近にある好立地
のビルや築年数の浅いビルで募集賃料を上げる動きが見られたため、賃料相場は年間を通して上昇
傾向で推移しました。12月時点の規模別の平均賃料を見ると、大型ビル（延床面積3千坪以上）は前
年同月比2.83ポイント下げて3.84％、中型ビル（同1千坪以上3千坪未満）は前年同月比1.82ポイン
ト下げて4.52％、小型ビル（同5百坪以上1千坪未満）は前年同月比0.74ポイント上げて6.01％とな
りました。横浜駅地区では2017年も新規供給の予定はないものの、他地区への移転に伴う大型二次
空室が予定されているため、この二次空室の募集動向が注目されています。（Ｙ．Ｋ）

空室率
※新築ビルの竣工がない年は、新築空室率の数値はありません。

2007 ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’16’15’13 ’14

2007 ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’16’15’13 ’14

2007 ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’16’15’13 ’14

2007 ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’13 ’17’16’14 ’15

2007 ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’16’15’13 ’14



2019

大
型
ビ
ル
M
A
P

全
国
の

最
新
状
況

デ
ー
タ
の

読
み
方

横
浜
ビ
ジ
ネ
ス

地
区

関
内
地
区

横
浜
駅
地
区

み
な
と
み
ら
い
21
地
区

主
な
取
引
先

新
横
浜
地
区

川
崎
駅
周
辺
地
区・

本
厚
木
駅
地
区

延床面積（坪） 

貸室面積（坪） 

空室面積（坪） 

空室率／平均（％） 

空室のあるビル比率（％） 

2007 2008

174,787

124,499

9,675

7.77

52.58

213,311

135,830

20,823

15.33

69.00

2009

235,760

150,333

27,394

18.22

79.81

2010

236,410

150,864

23,676

15.69

88.57

235,458

150,243

23,753

15.81

82.69

20162011

234,182

150,302

10,422

6.93

56.73

2015

236,437

151,881

14,636

9.64

67.62

2014

236,437

151,881

17,660

11.63

68.57

2012

233,524

149,959

21,619

14.42

80.77

2013

233,524

149,959

20,243

13.50

79.81

地区別データ

11,779 11,781
11,191

10,193
9,832

9,470 9,369
9,587 9,6059,531

9,139

14,924

24,051 23,676 23,753

20,243

536

5,899

3,343

0 0

0

17,660
0

14,636
0

10,422
0

21,619
0

4,867
(2棟)

39,257
(4棟)

12,880
(3棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

52.58

69.00

79.81
88.57

82.69
79.81

68.57 67.62

56.73

80.77

2016年12月時点

平均空室率 6.93%
前年同月比

2015年12月時点9.64%
2.71ポイント

16.97

49.50

39.76

7.53

12.04

16.95
15.69 14.42

13.50
11.63

9.64

6.93

15.81

0
(0棟)

新横浜地区
2016年の動向
および今後の状況

平均賃料 平均

空室面積 新築 既存

空室のあるビル比率

新築ビルの供給量 延床面積

空室のあるビル
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新横浜地区の2016年12月時点の平均空室率は6.93％、前年同月比2.71ポイント下げました。
2016年はオフィスコスト削減に伴う他地区からの大型移転の動きがあったことや、中小規模の拡張
移転、館内増床などの成約も見られました。年間を通して大型解約の動きがなかったこともあり、新横
浜地区全体の空室面積はこの1年間で約4千2百坪減少し、平均空室率が9％台から6％台に低下しま
した。12月時点の平均賃料は9,605円。2月から7月にかけて小幅に上昇していたものの、8月以降は
下落傾向となったため、前年同月比では0.19％（18円）の上昇に止まりました。12月時点の規模別の
平均空室率を見ると、大型ビル（延床面積3千坪以上）は前年同月比3.80ポイント下げて3.43％、中
型ビル（同1千坪以上3千坪未満）は前年同月比1.49ポイント下げて9.26％、小型ビル（同5百坪以上
1千坪未満）は前年同月比4.48ポイント下げて8.57％となりました。2016年はすべての規模で平均
空室率が低下しました。新横浜地区では2017年も新規供給の予定はありません。オフィスビル市場
が悪化する要因も特にないため、平均空室率の改善が続き、賃料相場の上昇が予想されます。（Ｔ．Ｕ）

空室率
※新築ビルの竣工がない年は、新築空室率の数値はありません。
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川
崎
駅
周
辺
地
区・

本
厚
木
駅
地
区

大
型
ビ
ル
M
A
P

延床面積（坪） 

貸室面積（坪） 

空室面積（坪） 

空室率／平均（％） 

空室のあるビル比率（％） 

2007 2008

158,158

102,802

5,954

5.79

85.71

158,158

102,802

4,538

4.41

100.00

2009

207,547

135,102

17,291

12.80

100.00

2010

268,115

155,784

22,285

14.31

100.00

319,815

185,526

17,754

9.57

100.00

20162011

377,339

222,735

7,972

3.58

60.00

2015

377,339

222,735

10,623

4.77

60.00

2014

377,339

222,735

15,198

6.82

86.67

2012

347,923

201,802

19,230

9.53

92.86

2013

347,923

201,802

13,730

6.80

85.71

地区別データ

25,859 25,716

19,946

15,680

15,268 15,391 15,398 16,132

18,098

15,391

1,828

4,538

8,945

18,650
16,112

13,730

4,126
0

8,346

3,635

1,642

0

10,623
0

7,972
0

8,829

6,369
18,506

724

15,950
(1棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

15,836
(1棟)

60,804
(2棟)

34,649
(1棟)

29,417
(1棟)

16,812
(1棟)

0
(0棟)

27,281
(1棟)

85.71

100.00 100.00 100.00 100.00

85.71

86.67

60.00 60.00

92.86

※2012年よりビジネス地区の調査対象地区に追加しました。

39.80

79.55

30.43

17.58

8.69

4.91

1.98

4.41

7.18

13.80 9.89

6.80

4.38
4.77

3.58

9.67

2016年12月時点

平均空室率3.58%
前年同月比

2015年12月時点4.77%
1.19ポイント

みなとみらい21地区
2016年の動向
および今後の状況

平均賃料 平均

空室面積 新築 既存

空室のあるビル比率

新築ビルの供給量 延床面積

空室のあるビル
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平均 新築 既存

みなとみらい21地区の2016年12月時点の平均空室率は3.58％、前年同月比1.19ポイント下げまし
た。2016年は他地区への移転に伴う大型解約の動きが一部で見られたものの、年間を通しては解約
の動きが極めて少ない年となりました。一方、成約については新規進出などによる大型需要が見られ、
2014年に竣工した大規模ビル「横浜アイマークプレイス（延床面積約3万坪）」に成約が進み、同ビル
が8月に満室稼働となりました。その他の成約は小規模に止まっていたものの、みなとみらい21地区
全体の空室面積はこの1年間で約2千7百坪減少しました。12月時点の平均賃料は18,098円。年間
を通して上昇傾向となったことから、前年同月比では12.19％（1,966円）と横浜ビジネス地区内で最
も平均賃料が上昇しました。みなとみらい21地区の2017年の新規供給は1棟あり、「ＯＣＥＡＮ ＧＡＴＥ 
ＭＩＮＡＴＯＭＩＲＡＩ（延床面積16,812坪）」が7月に竣工する予定です。横浜ビジネス地区の他地区では
新規供給がなく、大型空室も少なくなっているため、同ビルへの引き合いや成約の動きが進むことが
期待されます。（Ｓ．Ｔ）

空室率
※新築ビルの竣工がない年は、新築空室率の数値はありません。
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川
崎
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辺
地
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厚
木
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地
区

主
な
取
引
先

延床面積（坪） 
貸室面積（坪） 
空室面積（坪） 
空室率／平均（％） 
空室のあるビル比率（％） 

2007 2008 2009
170,651
114,467

3,734
3.26

50.00

204,276
136,194

6,342
4.66

54.76

205,355
137,003
12,691

9.26
53.49

2010
205,895
137,231
11,334

8.26
54.55

2011
206,971
137,423
15,968
11.62
63.64

211,208
139,799
19,570
14.00
64.44

20162012
210,194
138,775

4,891
3.52

61.90

2015
209,182
138,246

2,961
2.14

51.16

2014
211,208
139,799

5,763
4.12

55.56

2013
211,208
139,799

8,407
6.01

60.00

延床面積（坪） 
貸室面積（坪） 
空室面積（坪） 
空室率／平均（％） 
空室のあるビル比率（％） 

2007 2008 2009
76,307
54,394
3,947
7.26

68.09

76,307
54,394
5,840
10.74
74.47

76,307
54,394
9,115
16.76
76.60

2010
76,307
54,394
9,398
17.28
80.85

2011
76,307
54,394
9,424
17.33
76.60

79,842
54,942
9,376
17.07
75.00

20162012
84,391
58,230
7,673
13.18
58.00

2015
82,783
57,001
6,340
11.12
57.14

2014
79,842
54,942
7,844
14.28
79.17

2013
79,842
54,942
9,200
16.74
75.00

0
(0棟)

0
(0棟)

0
(0棟)

0
(0棟)
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(1棟) 0
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0
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(1棟) 0

(0棟)
0

(0棟)
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6,342
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0

0 0
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0

平均賃料 平均

空室面積 新築 既存

新築ビルの供給量 延床面積

空室のあるビル比率 空室のあるビル

平均 新築 既存空室率

（%）

（%）

（円／坪）
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※新築ビルの竣工がない年は、新築空室率の数値はありません。

平均賃料 平均

空室面積 新築 既存

新築ビルの供給量 延床面積

空室のあるビル比率 空室のあるビル

平均 新築 既存空室率
（円／坪）※新築ビルの竣工がない年は、新築空室率の数値はありません。

2016年12月時点

平均空室率3.52%
前年同月比

2015年12月時点2.14%
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平均空室率13.18%
前年同月比

2015年12月時点11.12%
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貸しビル事業をお考えの企業様には、ビル計画の資料作成などの
サポートをさせていただいております。

詳細については、下記までお問い合わせください。

三鬼商事株式会社 お客様サービス室

9：00～17：00（土日祝日除く）
0120-38-8127

会社概要
三鬼商事株式会社

TEL（03）3272-1411㈹

昭和40年12月15日

84,000,000円（払込済）

飯嶋　清

180名

全国主要都市のオフィスビル・倉庫・店舗等の仲介
ならびに企画コンサルタント

宅地建物取引業者免許証番号
国土交通大臣（14）第629号

公益社団法人全日本不動産協会
公益社団法人不動産保証協会
一般社団法人ニューオフィス推進協会
日本貸しビル流通協会

● MIKI OFFICE REPORT
● 最新オフィスビル市況
● OFFICEpress
● メールマガジン
●WEBマガジン KEY-PRESS

http://www.e-miki.com

商 号

本社所在地
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代 表 者

従 業 員 数

事 業 内 容

登 録 免 許

所 属 団 体

定期刊行物

ホームページ

京橋支店
〒104-0028　東京都中央区八重洲2-4-1　ユニゾ八重洲ビル7F

新橋支店
〒105-0003　東京都港区西新橋1-2-9　日比谷セントラルビル8F

神田支店
〒101-0041　東京都千代田区神田須田町1-16　ヒューリック神田ビル4F

新宿支店
〒163-0638　東京都新宿区西新宿1-25-1　新宿センタービル38F

札幌支店
〒060-0005　札幌市中央区北5条西6-2-2　札幌センタービル19F

仙台支店
〒980-0014　仙台市青葉区本町1-1-1　三井生命仙台本町ビル19F

横浜支店
〒231-0062　横浜市中区桜木町1-1-8　日石横浜ビル11F

名古屋支店
〒450-0001　名古屋市中村区那古野1-47-1　名古屋国際センタービル12F

大阪支店
〒541-0056　大阪市中央区久太郎町3-6-8　御堂筋ダイワビル10F

福岡支店
〒812-0011　福岡市博多区博多駅前1-15-20　NMF博多駅前ビル3F

主な取引先
※法人格は省略させていただきました。（50音順）

アートネイチャー
ＩＨＩ
アイエスエフネット
あいおいニッセイ同和損害保険
アイヴィジット
アイリスオーヤマ
あおぞら銀行
アクサ生命保険
アクセンチュア
アグレックス
アサヒ飲料
旭化成
旭化成ファーマ
朝日生命保険
アサヒビール
アサヒファシリティズ
朝日不動産管理
味の素コミュニケーションズ
あずさ監査法人
アステラス製薬
アストモスエネルギー
アストラゼネカ
アディダスジャパン
アデコ
アフラック
荒井商店
安藤・間
ＥＣＣ
飯野海運
イオンプロダクトファイナンス
イオンリテール
イチケン
出光興産
伊藤忠アーバンコミュニティ
伊藤忠商事
伊藤忠食品
伊藤忠テクノソリューションズ
伊藤忠都市開発
イトーキ
イナバインターナショナル
井上特殊鋼
インベスコ・グローバル・リアルエステート・アジアパシフィック・インク
ウチダエスコ
ウチダシステムズ
内田洋行
エイジェック
エイチ・アイ・エス
エイブル
永和不動産
ＡＮＡファシリティーズ
ＡＮＡホールディングス
エーザイ
江崎グリコ
ＳＭＢＣ信託銀行
ＳＭＢＣフレンド証券
ＳＧフィルダー
ＮＲＥＧ東芝不動産
ＮＥＣ
ＮＥＣファシリティーズ
ＮＴＴコミュニケーションズ
ＮＴＴデータ
ＮＴＴ都市開発
ＮＴＴ都市開発ビルサービス
ＮＴＴ西日本
ＮＴＴ東日本
ＮＴＴファシリティーズ
ＭＳ＆ＡＤビジネスサポート
エン・ジャパン
王子不動産
オークラヤ不動産
大塚商会
大塚製薬
大林組
大原学園
岡村製作所
沖電気カスタマアドテック
小田急電鉄

小田急不動産
オムロン
オムロン　パーソネル
オムロン　フィールドエンジニアリング
オリエントコーポレーション
オリックス
オリックス・ファシリティーズ
オリックス不動産
オリックス不動産投資顧問
花王
花王カスタマーマーケティング
花王ビジネスアソシエ
科研製薬
カシオ計算機
鹿島建設
カネボウ化粧品
兼松
兼松エレクトロニクス
紙与産業
カルチュア・コンビニエンス・クラブ
カルビー
カルピス
関電工
関電不動産開発
かんぽ生命保険
岸本エステート
キッセイ薬品工業
キヤノンシステムアンドサポート
キヤノンマーケティングジャパン
共栄火災海上保険
ぎょうせい
共同施設
京都きもの友禅
共立メンテナンス
杏林製薬
キリンビール
キリンビバレッジ
近畿日本ツーリスト
銀泉
近鉄エクスプレス
熊谷組
ＫＵＭＯＮ
クラシエ薬品
栗田工業
クレディ・スイス証券
クレディセゾン
クレフ
くろがね工作所
グンゼ
京王電鉄
京王不動産
ＫＤＤＩ
ＫＤＤＩエボルバ
京阪神ビルディング
ゲティンゲグループ・ジャパン
ケネディクス
建設技術研究所
公共建物
厚生労働省
高齢・障害・求職者雇用支援機構
国際紙パルプ商事
国際興業
国土交通省
コクヨ
コクヨエンジニアリング＆テクノロジー
互光建物管理
コスモスイニシア
コスモ石油
コニカミノルタジャパン
コネクシオ
五洋建設
サーベイリサーチセンター
サイトサポート・インスティテュート
ザイマックス
ザイマックスアルファ
ザイマックスエステートデザイン
サイリス

佐川急便
サッポロビール
サッポロ不動産開発
サノフィ
サヴィルズ・ジャパン
サンケイビル
三交不動産
サントリーフーズ
サントリーホールディングス
ＪＲ九州
ＪＲ東海
ＪＲ西日本
ＪＲ東日本
ＪＲ東日本ビルディング
ＪＸ不動産
ＪＦＥエンジニアリング
ＪＦＥ商事
ＪＦＥスチール
ＪＴＢメディアリテーリング
ＪＶＣケンウッド・ビクターエンタテインメント
ＪＣＢ
資生堂
七十七銀行
ジブラルタ生命保険
清水建設
ジャックス
ジョーンズ　ラング　ラサール
新生銀行
新生ホームサービス
新日鉄興和不動産
スクウェア・エニックス・ホールディングス
スターバックス　コーヒー　ジャパン
スヴェンソン
住商ビルマネージメント
住友商事
住友生命保険
住友倉庫
住友不動産
住友不動産販売
住友林業
駿河台学園
セイコーエプソン
セイコーホールディングス
清和クリエイト
清和綜合建物
積水化学工業
積水ハウス
積水メディカル
セコム
セブン－イレブン・ジャパン
ゼンリン
綜合警備保障
総合資格
双日
綜通
ソニー生命保険
ソフトバンク
ソフトバンクグループ
損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険
第一生命保険
第一ビルディング
大栄不動産
ダイエー
大王製紙
大京
大末建設
大成建設
タイセイ・ハウジー
大星ビル管理
大成有楽不動産
大成ユーレック
大同生命保険
大日本印刷
ダイビル
太平洋セメント
ダイヤオフィスシステム
太陽生命保険

大和証券
大和ハウス工業
大和プロパティ
髙木証券
髙島屋
竹中工務店
田島ルーフィング
ＴＡＣ
田辺三菱製薬
中央不動産
中外製薬
中電不動産
中部経済新聞社
辻・本郷税理士法人
都築電気
ＴＩＳ
ティーケーピー
テーオーシー
電通ワークス
テンプスタッフ
東海東京証券
東急建設
東急コミュニティー
東急不動産
東京アカデミー　
東京海上日動あんしん生命保険
東京海上日動火災保険
東京海上日動ファシリティーズ
東京ガス都市開発
東京急行電鉄
東京スター銀行
東京建物
東京建物不動産販売
東芝
東芝ＩＴサービス
東宝不動産
東洋紡不動産
東和不動産
トーマツ
戸田建設
凸版印刷
トッパン・フォームズ
飛島建設
トヨタ自動車
トランスコスモス
長岡不動産
永谷園
ナカノフドー建設
ナラサキ産業
西日本新聞社　
西日本鉄道
西松建設
日建設計
日清食品
日水コン
ニッセン
日通不動産
日鉄住金興産
日鉄住金物産
日東紡
日本アイ・ビー・エム
日本ＥＲＩ
日本オーチス・エレベータ
日本管財
日本経済新聞社
日本ケミファ
日本航空
日本産業カウンセラー協会
日本司法支援センター
日本新薬
日本生命保険
日本駐車場開発
日本通運
日本テクノ
日本土地建物
日本年金機構
日本ファイナンシャル・プランナーズ協会

日本不動産研究所
日本プロパティ・ソリューションズ
日本郵政
日本郵便
日本リージャス
日本旅行
日本和装ホールディングス
ネオキャリア
ネットワンシステムズ
ノイエス
野村総合研究所
野村不動産
野村不動産パートナーズ
バイエル薬品
ハウスメイトパートナーズ
はごろもフーズ
パスコ
長谷工コーポレーション
パソナ
バックスグループ
パナソニック
ハリマビステム
阪急交通社
阪急電鉄
阪急阪神ビルマネジメント
阪神電気鉄道
ＢＭＳ
ピー・シー・エー
ヒートロック工業
光通信
日立アーバンインベストメント
日立アーバンサポート
日立キャピタル
日立金属
日立システムズ
日立情報通信エンジニアリング
日立製作所
日立ソリューションズ
日立ハイテクノロジーズ
日之出産業
日之出水道機器
ヒューマンアカデミー
ヒューマンリソシア
ヒューリック
ビルネット
ファイザー
ファミリーマート
ＶＳＮ
フィリップスエレクトロニクスジャパン
フォーラムエンジニアリング
福岡銀行
富国生命保険
富士火災海上保険
富士ゼロックス
フジタ
富士通
富士通エフ・アイ・ピー
富士通パーソナルズ
プラス
フルキャスト
プルデンシャル生命保険
平和不動産
ベネッセコーポレーション
ベルシステム２４
ほけんの窓口グループ
ボルテックス
マイナビ
マイラン製薬
前澤工業
前田建設工業
前田不動産
マスミューチュアル生命保険
松井建設
マックスコム
松村組
松屋フーズ
マニュライフ生命保険

丸紅
丸紅テレコム
丸紅リアルエステートマネジメント
マンパワーグループ
みずほ銀行
みずほ証券
みずほ信託銀行
三井住友海上火災保険
三井住友銀行
三井住友建設
三井住友信託銀行
三井住友トラスト・パナソニックファイナンス
三井住友トラスト不動産
三井住友ファイナンス＆リース
三井生命保険
三井物産
三井物産都市開発
三井不動産
三井不動産ビルマネジメント
三井不動産リアルティ
三菱オートリース
三菱地所
三菱地所設計
三菱地所ハウスネット
三菱地所プロパティマネジメント
三菱地所リアルエステートサービス
三菱地所レジデンス
三菱倉庫
三菱電機ビルテクノサービス
三菱電機ライフサービス
三菱東京ＵＦＪ銀行
三菱ＵＦＪ信託銀行
三菱ＵＦＪ不動産販売
三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券
三菱ＵＦＪリース
ミネベア
御幸ビルディング
室町クリエイト
室町建物
明治安田生命保険
明治安田ビルマネジメント
名鉄観光サービス
名鉄不動産
メットライフ生命保険
メンバーズ
毛髪クリニックリーブ２１
森トラスト
森ビル
モルガン・スタンレー・キャピタル
ヤクルト本社
安田不動産
ヤマト運輸
ＵＲ都市機構
郵船不動産
ユニゾ不動産
ユニ・チャーム
ユニバーサルエンターテインメント
横浜銀行
横浜市
ライオン事務器
ライフプラザパートナーズ
ランドビジネス
リクルートホールディングス
リコージャパン
りそな銀行
ＬＩＴＡＬＩＣＯ
りらいあコミュニケーションズ
リリカラ
レインズインターナショナル
レオパレス２１
レジデンス・ビルディングマネジメント
レナウン
レンドリース・ジャパン
ローソン
ワールド
わかもと製薬
ワキタ

（2017年2月時点）

本誌のご利用にあたって
本誌の作成にあたり信頼性の高い情報提供が行えるよう細心の注意を払っておりますが、弊社
は、本誌のデータを貴社のご判断でご利用いただいた結果の一切につきましては責任を負うも
のではありません。
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横浜支店
〒231-0062　横浜市中区桜木町1-1-8
TEL（045）662-5221　FAX（045）662-5224

三鬼商事株式会社 
信頼のネットワーク 


